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障害者支援施設における高齢知的障害者の生活支援
Livelihood Support for Elderly People with intellectual Disabilities
矢　島　雅　子
YAJIMA Masako
1. 研究目的
近年、急速な勢いで高齢化が進み、障害のある人の高齢化も顕著である。厚生労働省（2018：
9）の調査によれば、障害者手帳所持者のうち、65 歳以上の人の割合は 57.9％である。障害種
別（65 歳以上）でみると、精神障害のある人は 25.4％と前回同様であったが、身体障害のある
人は 72.6％（平成 23 年は 68.7％）、知的障害のある人は 15.5％（平成 23 年は 9.3％）であり、今
後も 65 歳以上の人は増加することが推測される。
わが国では 1970 年代頃から障害者支援施設が全国各地に設立され、設立当初から入所してい
る利用者の年齢は 60 歳を超え、高齢化は進行している。日本知的障害者福祉協会（2016）は、
障害者支援施設で生活する 60 歳以上の知的障害のある人は、2011 年には 22.5％であったが、
2014 年には 27.0％、2016 年には 27.3％と年々増加していると報告している。
障害者支援施設では、利用者の高齢化や障害の重度化に伴い、どのように生活支援を工夫し、
対応しているのであろうか。本稿では、高齢の知的障害のある人が心身の健康を保持し、生き
甲斐のある老後を過ごすために必要とされる生活支援の在り方について考察する。
本稿では、初めに障害者支援施設をめぐる現状を取り上げ、その後、障害者支援施設の事例
を用いて生活支援の課題と展望を考察する。
2. 研究方法
障害者支援施設は全国に 5874 施設（2015 年 10 月 1 日時点）設置されており 1）、そのなかか
ら 1か所の障害者支援施設を選定し、施設長 1名を対象に半構造化個別インタビュー調査を実
施した。今回は、①利用者の平均年齢が 60 歳以上であること 2）、②利用者の障害支援区分の平
均が 5以上であり、重度の知的障害のある人が入所しているという基準で障害者支援施設を選
定した。今回選定した障害者支援施設は利用者の平均年齢は 63 歳、障害支援区分は平均 5.9 で
あり、高齢かつ支援の必要性の高い利用者が多い特徴がある。また、この施設は全国に先駆け
て高齢知的障害者の生活支援や地域移行に取り組んでおり、全国の施設職員を対象とした養成・
研修にも力を入れている。
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インタビュー調査の時期は 2018 年 2 月であり、調査時間は 2時間程度（1回）である。調査
の質問項目は、①施設の概要、②利用者支援で心がけていること、③今後の生活支援である。イ
ンタビュー調査の内容は調査協力者の同意のうえ IC レコーダーに録音し、逐語録を作成した
後、事例分析を行った。
また、インタビュー調査を実施した障害者支援施設内を視察した。視察の時期は 2018 年 2 月
であり、視察時間は 1時間程度（2回視察）である。視察の目的は、施設の設備や生活空間を
実際に見ることにより、利用者の普段の生活や支援者の支援の様子を理解するためである。施
設長から施設内の各フロア（食堂、リビング、居室、洗面所、浴室等）の設備や日課について
説明を受けた。視察時間内に日中活動が実施され、筆者は利用者とともに音楽療法に参加した。
本調査は「京都ノートルダム女子大学研究倫理審査委員会」の審査を受け、承諾が得られた
後に実施した（申請番号：17-023）。
3. 障害者支援施設をめぐる現状
（1）障害者支援施設の推移
知的障害のある人を対象とした入所施設が全国各地に設立されるようになったのは、1960 年
代になってからである。1965 年に厚生労働省が国立コロニー構想を発表した後、1968 年に愛知
県心身障害者コロニー、1970 年に大阪府立金剛コロニー、1971 年に国立コロニーのぞみの園が
開所した。
また、1970 年には社会福祉施設緊急整備 5か年計画が策定され、特に重度の身体障害や知的
障害のある人の入所施設整備に重点が置かれた。大規模施設が建設された当時、在宅または施
設入所の限られた選択肢しかなく、親亡き後の生活を支えるために、入所施設へのニーズは高
まった。
その後、1981 年の国際障害者年をきっかけにわが国にもノーマライゼーションの理念が浸透
し始め、地域における当たり前の暮らしが目指された。1982 年には家庭奉仕員制度（現：居宅
介護従事者等）の改正が行われ、課税世帯の対象拡大や派遣回数の拡充が図られた。そして、
1986 年には障害基礎年金の支給が開始され、1989 年には知的障害のある人を対象としたグルー
プホームが制度化された。すなわち、1980 年代には知的障害のある人が独立して地域で暮らす
社会資源が整備され始めたのである。
しかし、1990 年以降も身体障害者更生援護施設をはじめ知的障害者援護施設は増加の一途を
辿ることになる。1990 年の社会福祉関係八法改正や 1993 年の障害者基本法の成立、1995 年の
障害者プラン－ノーマライゼーション 7か年戦略－の策定において、わが国が目指してきたの
は、障害のある人々が社会の構成員として地域のなかで共に生活が送れるようにすることであ
る。そのために、公共賃貸住宅やグループホーム等の住まいや働く場の確保が必要となった。障
害者プランでは、グループホーム（福祉ホームを含む）の整備目標を 1995 年の 5,347 人分から
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2002 年には 20,000 人分に増加することを掲げている。
施設サービスについても身体障害者療護施設の整備目標を1995年の 17,169人分から 2002年
には25,000人分、知的障害者更生施設の整備目標を1995年の84,490人分から2002年には95,000
人分に拡充することを目標に掲げている 3）。この当時、住まいの場に関しては、グループホー
ムと併せて入所施設を増やす政策が実行されてきたのである。
その後、1990 年代後半になると社会福祉基礎構造改革（1997 年～ 2000 年）が行われ、契約
制度への転換や地域福祉の確立が打ち出された。そして、2003 年には支援費制度、2006 年には
障害者自立支援法が施行された。2005年には身体障害者更生援護施設と知的障害者援護施設を
合わせると 6,819 施設だったが、2010 年には身体障害者更生援護施設と知的障害者援護施設、障
害者支援施設 4）を合わせて 6,263 施設が設置されており、初めて入所施設数が減少した（表 1）。
徐々に入所施設が減少している背景には、2006 年に国連が採択した障害者権利条約の影響が
大きいといえる。障害者権利条約第 19 条には、「障害者が、他の者との平等を基礎として、居
住地を選択し、及びどこで誰と生活するかを選択する機会を有する並びに特定の生活施設で生
活する義務を負わないこと。地域社会における生活及び地域社会への包容を支援し、在宅サー
ビス、居住サービスその他の地域社会支援サービスを障害者が利用する機会を有する」と明記
されている 5）。すなわち、利用者の意思決定により住まいの場は選択される必要があり、入所
施設に限定されない住まいの場や地域生活を支える在宅サービス等の拡充を図ることが目指さ
れているのである。
しかしながら、現在もなお、施設で暮らす 18 歳以上の知的障害のある人は身体障害や精神障
害のある人と比べると多い現状にあることも指摘されている（表 2）。
現在、施設入所者の地域生活への移行を促進するために、グループホームを計画的に整備し、
障害者支援施設を地域の重要な資源に位置づけることが目指されている。厚生労働省は、都道
府県が策定した第 5期障害福祉計画（2018 年度～ 2020 年度）において、「施設入所者は 2018
年度の13万583人が2020年度は3％減の12万7399人になる。グループホームの入居者は2018
年度の 12 万 2114 人が 2020 年度には 11％増の 13 万 6019 人となり、初めて施設入所者数を上
回る」と報告している（表 3）。
今後、障害者支援施設は、各種在宅サービスを提供する在宅支援の拠点として、地域の重要
な資源として位置付け、その活用を図ることが重要だとされている。第 5期障害福祉計画にお
表 1　障害者支援施設数
1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2012年 2014年 2016年
身体障害者更生援護施設 845 1033 1321 1766 2294 498 ― ― ―
知的障害者援護施設 1244 1732 2332 3002 4525 2001 ― ― ―
障害者支援施設 ― ― ― ― ― 3764 5962 5951 5778
出所　厚生労働省（2016）『社会福祉施設等調査の概況』を参考に筆者が作成した。
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いて、障害者支援施設は各市町村、または各圏域に少なくとも一つ整備することになっている。
（2）障害者支援施設における高齢化の課題
ここでは、日本知的障害者福祉協会が実施した『全国知的障害児・者施設・事業実態調査報
告』を取り上げ、障害者支援施設における高齢化の課題を述べる。
知的障害のある人が入所している入所施設の定員規模は、2013 年までは「51 ～ 60 人」が最
も多かったが、2016 年には「41 ～ 50 人」が 30.1％と最も多く、施設の小規模化の傾向がうか
がえる（表 4）。また、入所施設の居室の状況は、個室や 2人部屋利用が増加している（表 5）
次に年齢別施設利用者数の推移をみると、60 歳以上の利用者の割合は 2011 年に 22.5％、2013
表 3　第 5期障害福祉計画におけるサービス見込み人数
2018 年度 2019 年度 2020 年度
共同生活援助（GH） 122,114 人 129,538 人 136,019 人
施設入所支援 130,583 人 129,917 人 127,399 人
出所　福祉新聞（2018.7.9）「2020 年度見通し　GH入居者数、施設を逆転」1面
表 4　定員規模別入所施設数
～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51～60人 61～100人
101～
150人
151～
200人 201人～ 計
2011 年 2（0.2％）
3
（0.3％）
118
（12.4％）
182
（19.2％）
312
（32.9％）
266
（28.1％）
50
（5.3％）
8
（0.8％）
7
（0.7％） 948
2013 年 3（0.3％）
7
（0.6％）
145
（13.2％）
213
（19.4％）
357
（32.6％）
300
（27.4％）
56
（5.1％）
8
（0.7％）
7
（0.6％） 1096
2016 年 4（0.3％）
114
（9.6%）
275
（23.2%）
356
（30.1％）
178
（15.0％）
221
（18.7％）
27
（2.3％）
3
（0.3％）
6
（0.5％） 1184
出所　 日本知的障害者福祉協会（2011・2013・2016）『全国知的障害児・者施設・事業実態調査報告』を参
考に筆者が作成した。
表 2　在宅、施設入所者数
在宅 施設入所 総数
身体障害児（18 歳未満） 6.8（95.8%） 0.3（ 4.2%） 7.1
身体障害者（18 歳以上） 412.5（98.4%） 6.9（ 1.6%） 419.4
知的障害児（18 歳未満） 21.4（96.8%） 0.7（ 3.2%） 22.1
知的障害者（18 歳以上） 72.9（86.6%） 11.3（13.4%） 84.2
精神障害者（20 歳未満） 26.6（98.9%） 0.3（ 1.1%） 26.9
精神障害者（20 歳以上） 334.6（91.5%） 30.9（ 8.5%） 365.5
単位：万人
出所　内閣府（2018）『平成 30 年版　障害者白書』を参考に筆者が作成した。
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年に 25.2％、2016 年に 27.3％となっており、なかでも 60 代後半の割合は年々増加している（表
6）。
障害者支援施設において利用者の高齢化や老化が問題となっていると回答した施設は、
82.1％（2013 年）であった。対応で苦慮していることは、「日常生活行動における援助・介助」
が最も多く、次いで「保健・医療ケア」、「建物・設備」、「リハビリテーション」、「活動（クラ
ブ・趣味）」の順に苦慮していることが報告されている（表 7）。
4. 障害者支援施設における生活支援の事例
（1）A施設の概要
現在、A施設は障害者総合支援法に基づくサービスと児童福祉法に基づくサービスを実施し
表 7　高齢化・老化が問題となっている人への対応で苦慮している事項
日常生活行動に
おける援助・介助 保健・医療ケア 建物・設備
リハビリテー
ション
活動
（クラブ・趣味）
2011 年 88.3% 77.5% 54.5% 30.1% 19.7%
2013 年 84.0% 74.6% 46.0% 28.1% 21.7%
出所　 日本知的障害者福祉協会（2011・2013）『全国知的障害児・者施設・事業実態調査報告』を参考に筆
者が作成した。
表 6　年齢別施設利用者数
60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 ～ 74 歳 75 ～ 79 歳 80 歳以上 計（20 ～ 80 歳以上）
2011 年 10.2%（5527人）
5.6%
（3037人）
3.9%
（2115人）
2%
（1083人）
0.9%
（487人） 54407人
2013 年 10.4%（6376人）
6.8%
（4142人）
4.6%
（2784人）
2.2%
（1348人）
1.2%
（760人） 61053人
2016 年 9.7%（6252人）
8.6%
（5551人）
4.5%
（2896人）
2.7%
（1708人）
1.7%
（1103人） 64238人
出所　 日本知的障害者福祉協会（2011・2013・2016）『全国知的障害児・者施設・事業実態調査報告』を参
考に筆者が作成した。
表 5　入所施設の居室の状況
個室利用 2人部屋利用 3人部屋利用 4人 5人
2011 年 47.1% 10.3% 6.8% 5.7% 0.1%
2013 年 47.3% 40.8% 6.2% 5.6% 0.2%
2016 年 54.8% 35.7% 4.9% 4.6% 0.0%
出所　 日本知的障害者福祉協会（2011・2013・2016）『全国知的障害児・者施設・事業実態調査報
告』を参考に筆者が作成した。
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ている。障害者総合支援法に基づくサービスとして、居住支援、日中活動、地域支援を実施し
ている。居住支援には、施設入所支援と共同生活援助があり、日中活動には、生活介護、自立
訓練、就労移行支援、就労継続支援B型が含まれる。地域支援には、短期入所と日中一時支援
がある。また、児童福祉法に基づくサービスとして、療育支援を実施している。具体的には児
童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援を実施している。
居住支援の一つである施設入所支援では、施設内に生活寮が 13 寮あり、夜間や休日において
日常生活に必要となる介護等を行っている。生活寮は、支援要素別に 4グループで構成されて
いる（表 8）。
施設入所者の性別は、男性が 137 名（58.8％）、女性が 96 名（41.2％）であり、男性がやや多
い。また、施設入所者の年齢は、60 代が 106 名（45.5％）と最も多く、次いで 70 代が 52 名
（22.3％）、50 代が 35 名（15.0％）であり、60 歳以上が全体の 73.8％を占める。平均年齢は 63.5
歳であり、最高年齢は 92 歳、最低年齢は 21 歳である。施設入所者の障害支援区分は、区分 6
が 211 名と最も多く、全体の 90.6％を占める。
共同生活援助については、自閉症の利用者を対象としたグループホーム 1か所と高齢重度知
的障害者を対象としたグループホーム 1か所が開設されている。
A施設では地域移行支援にも取り組んでいる。これは、利用者の地域生活への意向に向けた
生活体験の場を提供することにより、地域での生活に必要な社会的スキルを向上する支援を行
うものである。過去 13 年間（2003 年～ 2016 年）にA施設からグループホーム等に移行した
人は 173 名である。また、最近 3年間（2013 年～ 2016 年）には、年間 6名～ 11 名程度が地域
移行している。
A施設では定期的に保護者懇談会を開催し、地域移行について説明している。保護者が高齢
になるほど、入所施設の暮らしを望んでいる。地域移行に関して家族は不安に思っており、利
用者のなかには出身地の特別養護老人ホームに入所する人もいる。保護者（甥っ子、姪っ子）
の同意が得られ、出身地に戻ることになった利用者もいる。
一方、新たに施設に入所した利用者もいる。A施設では 2015 年～ 2016 年にかけて、精神科
病院に社会的入院をしている知的障害のある人や、著しい行動障害のある人、矯正施設を退所
した知的障害のある人を受け入れており、支援している。
表 8　生活寮の利用者数（2018 年 1月時点）
支援要素別 利用者数
医療的配慮支援グループ（3寮） 61 名（26.2％）
高齢者支援グループ（2寮） 40 名（17.2％）
特別支援グループ（2寮） 18 名（ 7.7％）
自立支援グループ（6寮） 114 名（61.8％）
計　4グループ（13 寮） 計　233 名
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（2）高齢者支援グループにおける生活支援
A施設には高齢期の知的障害のある人を対象にした生活寮が 2寮あり、生活支援を実施して
いる。次にそれぞれの寮の特徴について取り上げ、生活支援の現状と課題についてみていく。
1）C寮における生活支援
現在、C寮に入所している利用者は 21 名である（2018 年 2 月 1 日時点）。利用者は全員男性
であり、年齢は全員 60 歳以上である。利用者の平均年齢は 72.5 歳であり、最高年齢は 86 歳で
ある（60 歳代 8名、70 歳代 11 名、80 歳代 2名）。
車椅子や補装具等の使用状況は、21 名の利用者のうち 8名（38％）は車椅子を使用している。
屋外移動時に電動車椅子を使用している利用者を合わせると、10 名（47.6％）が車椅子を使用
している。また、歩行車を使用している利用者は 1名、頭部保護帽を使用している利用者は 4
名である。移動の時は支援者が付き添う。
利用者の多くは、起床（6時）から就床（20 時 30 分）までの時間において、着替えや排泄、
食事、服薬、洗面・歯磨き等の身の回りのことにおいて介助が必要となっている。そして、支
援者は 1日に 3回は検温や血圧測定を行い、午前中は寮内治療（皮膚科等）や受診も行い、健
康管理をしている。
食事については、安全に美味しく食べられるよう、利用者一人ひとりに適した食事形態で提
供されている。普通米飯食の利用者は 4名（19％）、軟飯食の利用者は 11 名（52.4％）、お粥食
の利用者は 6名（28.6％）、トロミ食の利用者は 7名（33.3％）等である。C寮では、摂食・嚥
下機能に低下をきたしている人が多く、むせ等が目立つ人に対しては食事形態等の見直しを行
い、誤嚥・窒息等の予防に努めている。飲み物は、とろみを入れ、誤嚥を防いでいる。利用者
は全員、食堂で自分の座席に座り、食事をしている。しかし、自ら食べようとしない利用者が
1名おり、支援者が声かけや食事介助を行う。
排泄については、トイレ誘導が必要な利用者は 9名（42.9％）であり、日中オムツを使用し
ている利用者は 15 名（71.4％）である。人工肛門（1名）や週 2回の導尿（1名）が必要な利
用者もいる。C寮では、利用者ができるだけトイレで排泄できるよう、トイレ誘導の介助を行っ
ている。また、便秘で受診している利用者が多く、排泄記録をつけ確認を行っている。便器の
形状は 8の形となっており、前から座っても排泄できるように改良されている。夜間、失禁す
る利用者もおり、2時間おきに支援者は各部屋の見回りを行う。
入浴については、大型浴槽で入浴している利用者は 12 名（57.1％）、介護浴槽で入浴してい
る利用者は 9名（42.9％）である。入浴は月曜日から土曜日に実施され、利用者は週 3回入浴
する。1回の入浴には、5名の利用者が入浴する。車椅子利用者や、歩行が不安定な利用者は介
護浴槽を使用している。利用者が安全にリラックスして入浴できるように、入浴介助者 2名、着
脱介助者 1名で介助を行っている。
夜間の対応は、夜勤は 1名（仮眠なし）体制である。現在、昼夜逆転の利用者はいない。
また、掃除については早番、遅番の支援者が行う。利用者が交代で掃除や配膳、タオル畳み
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等の役割を担うことはないという。
支援者が生活支援で特に配慮していることは以下 5点ある。
①利用者が高齢であるため、健康の維持・管理を優先して支援を行う。
②疾病の早期発見・治療のため、診療所及び外部医療機関との連携を密にして支援を行う。
③障害の程度・特性に応じた個別の支援を行う。
④安全で安心した生活環境を提供する。
⑤毎週水曜日にD寮との合同日中活動として、紙芝居や足浴アロママッサージを行っている。
日中の活動時に 4～ 5名の支援者が支援に入っている。施設長（現場経験 27 年）は、「支援
者の心のゆとりが大切である。支援者の自己満足で終わらないようにすることが大切である」
と述べている。支援者と利用者の思いや考えの相違がある場合、常に利用者の意思を大切にし
ているのである。
また、施設長は「支援者は利用者をせかしたりしない。利用者一人ひとりのペース、個性を
大切にしている」と述べている。毎月、支援者が集まる会議が開催されており、その会議の時
間確保や調整に苦労している。個別支援計画については支援者間で検討する。担当者の主観だ
けが入っていないか、支援会議の振り返りを行い、共通認識で支援する。風通しの良い職場に
するために、職員の意思疎通を大切にしているのである。
利用者は 60 歳以上のいわゆる高齢期を迎えた方々であり、利用者のその日の体調に合わせて
日中活動は流動的に実施されている。車椅子を使用している利用者が多いため、座って活動で
きるものが導入されている。ポトスの鉢植えをしている利用者は片手で土を鉢の中に入れ、支
援者が側で手伝っていた。実際に手で植物や土に触れることにより、触覚を刺激し、また出来
上がった鉢植えを見ることにより、達成感を感じることができる。そのポトスは、フェスティ
バルで販売され、利用者はそれを励みにポトスの鉢植えに積極的に取り組んでいる。
利用者のなかには、園内にある作業棟で木工や粘土、椎茸栽培をされていた方もいる。しか
し、高齢期を迎え、作業棟に行くことが体力的にしんどくなり、引退した利用者もいる。体力
維持のために、どのような日中活動が必要になるのか検討しているのである。
2）D寮における生活支援
現在、D寮に入所している利用者は 19 名である（2018 年 2 月 1 日時点）。利用者は全員女性
であり、年齢は全員 60 歳以上である。利用者の平均年齢は 76.1 歳であり、最高年齢は 92 歳で
ある（60 歳代 3名、70 歳代 11 名、80 歳代 4名、90 歳代は 1名）。
車椅子や補装具等の使用状況は、19 名の利用者のうち 9名（47.4％）は車椅子を使用してい
る。また、歩行車を使用している利用者は 5名、頭部保護帽を使用している利用者は 1名であ
る。
利用者の多くは、起床（6時）から就床（21 時）までの時間において、着替えや排泄介助、食
事介助、服薬、洗面・歯磨き等の身の回りのことにおいて介助が必要となっている。そして、支
援者は 1日に 2、3回は検温や血圧測定を行い、午前中は受診も行い、健康管理をしている。
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食事については、普通食の利用者は 1名であり、他の利用者は刻み食や軟菜食、ソフト食、減
塩食や肥満食等の食事内容となっている。咀嚼・嚥下機能低下をきたしている利用者が多く、寮
で食材を再度刻んで提供している。そして、摂食方法や介助方法に注意を払いながら誤嚥防止
を図っている。
排泄については、排泄支援が必要な利用者は 17 名（89.5％）である。見守りが必要な利用者
は 4名、日中紙パンツを使用している利用者は 3名、夜間オムツを使用している利用者は 10 名
（52.6％）である。寮では、1日 7回定時排泄を実施している。C寮と同様にD寮においてもで
きる限りオムツを使用しないように定時排泄を行っている。
入浴については、介護浴槽で入浴している利用者は 8名（42.1％）、大型浴槽で入浴している
利用者は 11 名（57.9％）である。利用者は週 3回入浴している。利用者が安全にリラックスし
て入浴できるように、入浴介助者 2名、着脱介助者 1名で介助を行っている。
支援者が生活支援で特に配慮していることは以下 6点ある。
①健康の維持・管理を優先して支援を行っている。
② 疾病の早期発見・治療のため、診療所及び外部診療機関との連携を密にして支援を行ってい
る。
③障害の程度・状況に応じた個別支援を計画して支援を行っている。
④ 主な日中活動は天候に応じて外気浴や散歩を行っている。歩行機能維持のため、支援員と一
対一での手引きや歩行器による歩行訓練を実施している。
⑤話を聴き、寄り添う時間を設け、気持ちの安定に繋がる支援に努めている。
⑥安全で安心した生活環境を提供する。
D寮では利用者のADL低下防止に向けて散歩や歩行訓練を日中活動の中に位置づけ、心身
の健康維持に努めている。また、支援者は利用者一人ひとりと会話する時間を大切にし、利用
者の不安や悩みに寄り添い続けている。
5. 事例分析
近年、障害のある人の生活の場は、入所施設からグループホーム等へ地域移行の流れが加速
している。今回取り上げたA施設においても積極的に地域移行に取り組んでいる。例えば、利
用者や保護者の意向確認をはじめ、グループホームや居宅介護、日中活動、短期入所等のサー
ビス調整、利用者が地域生活に適応できるように宿泊体験を実施するなど、地域移行に向けて
の準備に取り組んでいる。
また、障害者支援施設で生活することを希望する利用者が通常の日常生活や社会生活を送る
ことができるように、施設の小規模化やユニットケアを取り入れている。A施設では、利用者
の年齢や介助のニーズに応じて生活寮を再編し、少人数の単位で生活できるようにしている。
女性の利用者が生活しているD寮では、特別養護老人ホームのユニットケアを参考にし、住
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環境の整備に取り組んでいる。利用者一人ひとりのプライバシーや騒音防止に配慮し、共有ス
ペースと居室との間にカーテンやステンドグラスの仕切りを設け、利用者が自分の居場所でく
つろぐことができるようにしている。
今回取り上げたA施設は、プライバシーに配慮して男女別に生活寮を編成しているが、C寮
とD寮は渡り廊下で繋がっており、食堂やリビング、廊下はそれぞれの寮の利用者が自由に行
き来出来るようになっている。
障害者支援施設における生活支援において重要になることは、利用者個人が落ち着いた生活
環境で過ごすことができるように、①個人のニーズ尊重（生活時間・生活空間）、②日常生活の
介助（食事・入浴・排泄・着脱・整容・移動等）、③日中活動 6）への参加、④余暇活動 7）への
参加を支援することである。
高齢期の知的障害のある人が生活しているC寮やD寮においては、日常生活の介助をはじめ、
日中活動や余暇活動への参加においても個人のニーズに応じて支援している。利用者一人ひと
りの健康状態やADLに応じて食事形態を変え、利用者の好みを把握して食事を提供している。
支援者は介助において、利用者のできることは利用者に任せ、介助が必要な時は利用者のペー
スに合わせてサポートしている。
障害者支援施設においては、共用スペースで利用者同士が過ごす時間が多い。C寮を視察す
ると、リビングの中央にテレビが設置してあり、それを取り囲んで利用者がそれぞれの所定の
場所に座り、1日を過ごしていた。利用者は自分が落ち着く場所を見つけ、決まった席に座っ
ていた。テレビを見ている利用者もいれば、椅子に座って目をつぶっている利用者、外の景色
を眺めている利用者、支援者と会話している利用者もおり、利用者の時間の使い方や過ごし方
は一人ひとり違っていた。
利用者同士で話していることは少なかったが、言語以外の非言語でやり取りしているように
感じた。お互いに目で合図し、その場の空気や雰囲気を感じ取り、相手のことを受け入れ、時
図 1　障害者支援施設における生活支援
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間を共有していた。利用者一人ひとりの心の内には様々な感情や思いもあり、支援者は利用者
の気持ちを理解し、利用者のペースに合わせて生活に寄り添っていくことが大切である。
また、D寮を視察すると、手作りのビーズのネックレスを身に着け、ネイルをしてお洒落を
楽しんでいる利用者が数名いた。お洒落を楽しむことにより、利用者の表情は明るく活き活き
としていた。また、多くの利用者は人形を持ち、人形を側に置いておくことで気持ちが落ち着
いていた。
年齢を重ね、多くの利用者は複数の疾病を抱え、体力の低下やADLの低下が目立つように
なる。食事や排泄、入浴や着脱、整容等において介助が必要となり、1日の生活の中で介助に
要する時間が長くなる傾向にある。そして、日中の活動量が減り、外出や余暇を楽しむ余裕が
なくなる。
しかし、日々の生活の中で利用者が人と会話をし、食事や入浴を楽しむ時間、好きなことを
して楽しむ時間を意識的に作ることにより、利用者の気持ちは前向きになる。特に、日中活動
において他者と接し、社会貢献に繋がる活動に参加することは利用者の励みになり、それが生
きる活力になるのである。
筆者がA施設を視察した際、C寮とD寮合同で音楽療法の日中活動が実施されていた。参加
していた利用者は 9名であり、音楽療法士 2名と支援者 2名が利用者一人ひとりに声をかけ、楽
器を一緒に持ち、音を鳴らしていた。支援者は利用者の表情や仕草を注意深く観察し、利用者
に「気分はいいですか」等と声をかけ、体調や気分の変化を読み取っていた。なかには気分の
変化や疲れを感じる利用者もおり、支援者は利用者を居室に誘導をしていた。支援者に求めら
れることは、言語化されない利用者の心情を非言語から察知し、それを支援者間で共有し、利
用者の意思を正確に把握することである。
A施設において支援者は休憩時間に事務室に集まり、利用者の様子を互いに報告していた。そ
して、言語・非言語から何を読み取ることができ、利用者が何を望んでいるのか、話し合って
いた。やはり、生活支援において重要になることは、支援者は利用者それぞれの意思を確認し、
その意思を尊重し、利用者が望む生活スタイルに合わせて支援していくことである。
しかしながら、障害者支援施設は集団で生活を営む場であり、利用者それぞれの自由をどの
程度認めていくのかといった課題もある。A施設では各生活寮それぞれ 20 数名で共同生活を
送り、食事や入浴をはじめ日課はほぼ決まっている。食事については利用者の要望を把握して
提供しているが、個別にメニューを用意することは限界がある。また、入浴については入浴時
間帯が決められ、個浴への対応はしていない現状にある。
現在の障害者支援施設における介助体制では、利用者それぞれのニーズを尊重し、自由な暮
らしを実現することは容易ではなく、課題が山積している。
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6. 今後の課題と展望
地域移行が加速する中、障害者支援施設で生活している知的障害のある人は年齢を重ね、施
設が終の棲家となっている傾向にある。施設は利用者の生活の場であり、利用者個人が望む生
活時間や生活空間づくりに取り組んでいかなければならない。
今回、障害者支援施設においてインタビュー調査と視察を行い、利用者の普段の生活の様子
を知ることができた。課題の一つになっていることは、利用者は年齢を重ねるなかで医療や介
護を必要とし、支援者は日々介助に追われ、利用者一人ひとりと会話や外出、日中活動や余暇
活動を楽しむ余裕がないことである。A施設では小規模のグループを編成し、利用者の要望に
合わせて日中活動や余暇活動の内容を決めている。その際、積極的にボランティアと協力し、利
用者一人ひとりと会話をする時間を設けることを大切にしている。自由に自分らしく暮らした
いと希望する利用者の気持ちを汲み取り、自由を叶えることができる介助体制、支援の工夫が
求められるのである。
今回、1か所の施設に限定し、施設長のみにインタビュー調査を実施したため、調査結果を
一般化することは難しい。今後も全国各地にある複数の障害者支援施設において現場の支援者
を対象に調査を継続し、個人のニーズ尊重、日常生活の介助、日中活動や余暇活動への参加の
観点から、障害者支援施設における高齢知的障害者の生活支援の在り方について検討していき
たい。
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注
１） 厚生労働省（2015）『社会福祉施設等調査』
２） 知的障害者の高齢化対応検討会（2000）は、高齢知的障害者の年齢基準を 60 歳あるいは 65 歳と提唱
している。本研究においては高齢知的障害者を 60 歳以上とする。
３） 内閣府障害者対策推進本部（1995）『障害者プランの概要－ノーマライゼーション 7か年戦略－』
４） 障害者自立支援法の施行に伴い、身体障害者更生援護施設と知的障害者援護施設は障害者支援施設に
移行することになった。
５） ミネルヴァ書房編集部（2018）『社会福祉小六法 2018』ミネルヴァ書房 , 1091-1092.
６） 障害のある人の日中活動（昼間の活動）は創作活動から生産活動まで様々なものがあり、社会参加と
自己実現を図る上で欠かせない。日中の活動を支援する福祉サービスには生活介護、自立訓練、就労
継続支援A型・B型、就労移行支援等がある。
７） 余暇活動とは趣味やスポーツ等の楽しみを持ったり、自由に外出して過ごしたり、楽しい時間の過ご
し方を自分で選んでいくことである。余暇においては日頃の社会生活に着目する必要がある。それは
公共交通機関の利用、買物、外食、日中活動の後にどのように過ごしているのか等である。
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